
1 

新真和志複合施設建設事業 

駐車場賃貸借契約書（案） 

 

賃借人 那覇市（以下「市」という。）と賃貸人 【     】（以下「事業者」という。）

は、市が令和【 】年【 】月【 】日付で公表した新真和志複合施設建設事業に係る入札説明

書等並びに要求水準書等（入札公告後にこれら資料に関して受けつけた質問に対する市の回答を

含む。以下同じ。）、事業者提案（落札者が交渉時に提出した提案図書等による提案を含む。）及

び市と事業者が令和【 】年【 】月【 】日付で締結した「新真和志複合施設建設事業 民間

収益事業に係る基本協定書（以下「民間収益事業に係る基本協定書」という。）」に基づき、次の

とおり、駐車場賃貸借契約（以下「本駐車場賃貸借契約」という。）を締結するものとする。 

 

（契約の目的） 

第１条 事業者は、本条第 3 項に定める事業者が所有する駐車場（以下、「駐車場」という。）

を、市が所有する車両（以下、「公用車」という。）の駐車格納、及び新真和志複合施設の

利用者が使用する車両（以下、「公共施設利用者使用車」という。）の駐車格納のため、本

駐車場賃貸借契約に記載する条件で、市に賃貸する。 

２ 市は駐車場を駐車格納以外の目的に使用する事はできない。また、公用車の駐車格納に関

し、市は、市と事業者が予め協議の上事業者の定める駐車規程及び諸指示を遵守し、常に善

良なる使用者としての注意を払うものとする。 

３ 駐車場は次のとおりとする。 
(１) 所在地 ●● 

(２) 公用車の利用形態及び駐車台数 

月極利用 

24 時間入場・出場可 

9 台（事業者が、カーシェアリング事業に供する 3 台分を含む。） 

    区画は別紙●に示す。 

(３) 公共施設利用者使用車の利用形態及び駐車台数 

定期利用 

8 時から 22 時半（年末年始（12 月 29 日～1 月 3 日）、国民の祝日、慰霊の日を除く） 

64 台 

 

（賃貸借の期間） 

第２条 契約期間は令和【 】年【 】月【 】日から令和 29 月 3 日末日までとする。 

２ 契約期間満了時以降も駐車場が存続する場合で、かつ市が駐車場賃貸借を継続する意思を

有し、その旨を事業者に通知した場合には、原則として、駐車場賃貸借契約を継続するも

のとし、その継続の方法については、市及び事業者との協議によるものとする。ただし、

事業者が合理的な理由に基づき継続を行わない旨を市に通知した場合には、継続の有無に

ついて、市及び事業者の協議により決定するものとする。 
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３ 市及び事業者は、前項の継続について、事契約期間満了の２年前から協議を行うものとす

る。 

 

（賃料及び賃料の改定） 

第３条 駐車場の賃料は、次のとおりとし、１か月未満の端数が生じる場合には日割りをもって

計算した額とし、円未満の端数は切り捨てる。 

(１) 公用車 月額【●●●●】円（1 台当たり月額【●●●●】円） 

（うち、取引に係る消費税及び地方消費税相当額【●●●●】円） 

(２) 公共施設利用者使用車 月額【●●●●】円（1 台当たり月額【●●●●】円） 

（うち、取引に係る消費税及び地方消費税相当額【●●●●】円） 

２ 前項の賃料月額は、当概月の 1 日から月末日までの額とする。 

３ 市は、毎月、事業者が発行する請求通知を受けた日から 30 日以内に事業者に納付するもの

とする。支払い方法は、市及び事業者が協議の上、設定する。 

４ 市及び事業者は、第 1 項の賃料について、社会経済情勢等を考慮して、改定の協議を行う

ことができるものとする。 

 

（駐車場の維持管理等） 

第４条 賃貸借物件に対する通常の維持管理は事業者が実施し、その費用を負担する。 

２ 駐車車両の入退場管理は、事業者が実施し、その費用を負担する。具体的な入退場管理の

方法については、事業者の提案に基づき、市が承諾するものとする。 

 

（賃借権の譲渡・転貸） 

第５条 市は、駐車場の賃借権を第三者に譲渡又は転貸することはできない。 

 

（不可抗力に対する措置） 

第６条 天災地変等の他事業者の過失によらない事故により、駐車車両に生じた損害について

は、事業者は一切その責を負わないものとする。 

 

（中途解約） 

第７条 市は、次の各号の一に掲げる事由が事業者に存する場合において、市が相当の期間を定

めて当該事由に係る義務の履行を事業者に対し催告したにもかかわらず、事業者がその

期間内に当該義務を履行しないときは、本駐車場賃貸借契約を解除することができる。 

(１) 第４条 の駐車場の維持管理等が適切に履行されないとき。 

(２) その他本駐車場賃貸借契約の規定に対し本駐車場賃貸借契約を継続し難い重大な違反が

あったとき。 

２ 市は、次の各号の一に掲げる事由が事業者に存する場合、本駐車場賃貸借契約を解除する

ことができる。 
(１) 事業者について、銀行取引の停止処分、国税等滞納処分又は破産その他の法的倒産手続

の開始の決定があったとき。 
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(２) 落札者の代表企業、構成企業若しくは協力企業のいずれかの者が、民間収益事業に係る

基本協定書第 14 条第 1項各号のいずれかに該当したとき。 

(３) 事業者又は落札者の代表企業、構成企業若しくは協力企業のいずれかの者が次のいずれ

かに該当するとき。 

ア 役員等（その役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代

表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成 3 年法律第 77 号）（その後の改正を含め、以下「暴力団対策法」とい

う。）第 2条第 6 号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認めら

れるとき。 

イ 役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用しているとき。 

ウ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第 2 号に規定する暴力

団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると

認められるとき。 

エ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる

とき。 

カ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

るとき。 

キ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がアからカま

でのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められると

き。 

ク 事業者が、アからカまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入契

約その他の契約の相手方としていた場合（キに該当する場合を除く。）に、市が代表企

業を介して事業者に対して当該契約の解除を求め、事業者がこれに従わなかったとき。 

３ 事業者は、前 2 項の規定により市が本駐車場賃貸借契約を解除した場合は、市が被った損

害のうち合理的な範囲を賠償するものとする。 

 

（規定外事項） 

第８条 本駐車場賃貸借契約に定めのない事項又は本契約の解釈に関して疑義が生じた場合に

は、市及び事業者は、民法、借地借家法、その他の法令及び慣行に従い、誠意を持って協議

し、解決するものとする。 

 

本駐車場賃貸借契約の締結を証するため、本駐車場賃貸借契約書 2 通を作成し、当事者記名押

印のうえ、各自 1 通を保有する。 

 

 

令和●年●月●日 

 

市 那覇市泉崎１丁目１番１号 

那覇市 
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那覇市長 知念 覚 

 

事業者 住所 

事業者名 

代表者名 

 

 

 


